よくある問い合わせ
Q１：解散認可が必要なのはどんな場合か。
A１：社員総会の決議による解散や、目的たる業務の成功不能による解散の場合は、都道府県知事の認可が必要です。認可を受けなければ解散の効力は生じません。

Q２：申請書の提出先はどこか。
A２：申請書(案)、本申請共に兵庫県電子申請システム(e-ひょうご)からの電子申請のみとなります。なお、本申請については申請書(案)補正完了後、提出のご案内を申請者に別途お送り致します。

Q３：申請書(案)提出前の理事長ヒアリングは必須か。
A３：必須です。来庁でのヒアリングが難しい場合は、オンラインでも対応できますので、事前にご相談ください。また、理事長の面談が難しい場合は、他理事の参加も可です。

Q４：申請書(案)提出時点で、診療所は休止している必要があるのか。
A４：本申請までに残余財産が確定できるのであれば、申請書(案)提出時に休止している必要はありません。

Q５：押印が必要な書類は何か。
A５：社員総会議事録、債権放棄書は押印が必要です。

Q６：申請書(案)提出以降に、残余財産に変動があった場合はどうすれば良いか。
A６：金額が変わった時点で、書類の差し替えを行ってください。

Q７：診療所を廃止すれば法人も自動的に消滅するのか。
A７：いいえ。診療所の廃止と医療法人の解散・清算は別手続です。診療所を閉鎖しても、解散認可、登記、清算結了まで法人は存続します。

Q８：医療機関がテナント入居で賃料が継続して発生するため、認可前に廃止届を提出したいが、可能か。
A８：県医務課医療指導班に事前相談してください。

Q９：清算人は誰がなるのか。
A９：通常は解散時の理事長や理事が清算人になることが多いですが、定款や社員総会の決議により選任されます。
Q10：解散認可後は何をするのか。
A10：主な流れは以下のとおりです。
1. 解散登記
2. 医療法人解散登記完了届の提出
3. 清算人就任登記
4. 清算人の就任登記届の提出
5. 官報公告（債権者保護手続）
6. 債権債務の整理
7. 残余財産の処分
8. 清算結了登記
9. 清算結了届の提出


